３.　社会保障関係経費　②
	
	主な事業
	事業内容
	平成30年度
当初予算額
	対象者数等
	1人当たり

予算額

	社会福祉費
	国民健康保険制度関係経費
	国民健康保険法に基づく保険給付等に要する法定費用負担金
	百万円

93,690
	被保険者数(29年12月末)
2,088,479人

(政令市・中核市含む)
	円

44,860


	
	障がい者自立支援給付費等負担金

（障がい児入所・通所給付費負担金を含む。）
	障害者総合支援法（児童福祉法）に基づく障がい福祉サービスに係る自立支援給付費等を支給した市町村等に対し、都道府県の法定負担分を負担
	55,911
	障がい福祉サービス利用者数
(30年3月分)
67,815人

(政令市・中核市含む)
	824,464

	老人福祉費
	介護給付費負担金
	市町村及び広域連合の介護給付に要する法定費用負担金
	97,398
	第1号被保険者数(30年4月末)
2,354,476人
(政令市・中核市含む)
	41,367

	
	後期高齢者医療制度関係経費
	高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、支援を実施
	109,930 
	被保険者数(30年3月末)
1,100,075 人

(政令市・中核市含む)
	99,930 

	児童福祉費
	児童手当給付費
	市町村の児童手当給付に要する法定費用負担金
	21,251
	対象児童数(30年2月末)
1,118,595人

(政令市・中核市含む)
	18,998

	
	施設型給付費負担金
	子ども・子育て支援法に規定する特定保育施設・地域型保育事業者の支給に要する法定費用負担金
	27,827
	保育所等利用児童数(30年4月)
134,049人

(政令市・中核市含む)
	207,588


